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これまでの議論 の整理（案∋  

※ 前回までの検討資料の「論点（案）」を基に、これまでの議論を整理したもの0  

（下線部は、これまでの資料■（論点（案）等）になかったもの。）   
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害福祉、保健・医療、教育、就労、その他の地域の様々な関係者が連携して障害者  

の自立した生活を支えていくという視点が必要。  

（サービス利用手続の見直し）  ○ サービス利用の手続について、，障害者の受けるサービスが適切なもの（必要かつ  

十分なもの）となるよう、そのプロセスにケアマネジメントの仕組みを導入すべき。   

具体的には、サービス利用計画の作成が、市町村による支給決定の後（利用できる   

サービスが決まった後）となっていることを改め、障害者が抱える課題を分析し、   

どのようにサービス等を組み合わせて支援していくべきかを含むサービス利用計 

画案を作成し、支給決定の参考とするようにすべき。  別紙1 ←  

（モニタリングの実施）  ○ また、サービス利用計画の作成後についても、サービスの利用が障害者の状況や   

ニーズに適合しているかを確認するために、サ【ビス利用計画作成費の活用によ  

一定期間ごとにモニタリングを実施し、サービス利用計画を見直すこととすべ  
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別紙2 ←  

【更に検討すべき点】  

（ケアマネジメントモニタリン  

グを実施する体制）  

○ 上記のケアマネジメント・モニタリングの実施については、  

市町村がその責任において統一的かつ総合的な判断により支給決定を行  

うという仕組みとの整合性を確保すること  

可能な限り中立的な者が、専門的な視点で一貫して行っていくこと  

様々なノウハウの蓄積や、専門的t専属的に対応する人材の確保などに  

より、質の向上を図っていくこと   

に留意することが必要と考えられる。  

○ このため、頗土記の相談支   

援の拠点的な機関が指定事業者となって行うこととしてはどうか。   



の  

事業者声要j托「き牒 と し まと  

孟宗覧雷表芸警這芸誓雷雲讐冨警宝器芸讐芸温妄墓誌芸                                              窟     は： 意味 介  王  1           日  

二置き 星■‾しく；とを除討し は  カ    メ  7  

支援協議会の充実  

自立支援協議会の法定化）  ○ 相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに閲し  

的な役割を果たす協議の場である自立支援協議会について、設置の促進や達  

吉性化を図るため、法律上の位置付けを明確l  

置・運営の支援を図っていくべき。その際、自立支援協議会への当事者の参  

生すベ  

自立士援協 会の運営の支援   ∩  わせて 運搬マ＿   や運   事 腫周知        布  
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① 地域での生活の支援  【基本的考え方】  

O 「障害のある人が普通に暮らせる地域づくり」という理念を踏まえ、退所・退   

院が可能な者について地域移行を更に進めていくとともに、できるだけ地域での   

自立した生活を継続していけるようにするため、以下の観点から支援の充実を図   

る。   

① 地域移行の促進   

② 「住まいの場」・の確保   

③ 地域生活に必要な「暮らし」の支援  

ア）地域移行の促進  

（地域移行を支えるコーディネ  

ート機能）  

○ 障害者支援施設に入所している者や、精神科病院に入院している看であって、退   

所・退院が可能である者の地域移行を支えるため、入所・入院中の段階から、退所・   

退院に向けた相談や計画的な支援についての調整、更には実際の支援盲行う取組に   

ついて、全国的に実施されるよう充実させていくことが必要。  

【更に検討すべき・点】  

○ 具体的には、  
（1）施設入所者や精神科病院の入院者についても、  向けて、サー   



ントを行い、計画   してケアマネジメ  ビス利用計画作成費の対象畳と  

呈する  

（2）また、入所鹿  
の支援  ための外出   坦地   

主上必星生玉崖」主2史三途且旦牡象と：弓適  

ことを検討して馳  

○ 長期間入所や入院をしている者が、施設・病院の外での生活に徐々に慣れていく   
ことにより、円滑な地域移行が可能となるよう、退所・退院後に自立訓練事業によ   
り生活訓練を受けることに加えて、入所・入院中の段階から、宿泊等の地域生活の   
体験ができるような仕組みが必要。  

皇   

象土するこ上を検討す竺皇L  

o 刑務所に入所していた障害者について、退所後、円滑に地域で暮らしていけるよ   
うにするための支援が必要。  

○ 障害者入所施設については、常時介護が必要な障害者等について施設において介   
護等の支援を行う役割を果たしている。  

今後、専門性を持つ地域の資源として、   

（‾1）入所者に対する地域移行の支援  

（2）グループホームやケアホームの実施、日中活動系の事業、短期入所、訪問事  
業の実施など、地域生活を支えるための支援   

の役割について、更に果たしていくべき。  

（移行のための宿泊等の体験を  

支える給付）  

（刑務所からの出所者の支援）  

（地域移行における入所施設の  

役割）  
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② 就労支援  【基本的考え方】  

○ 働く意欲のある障害者がその能力を十分に発揮し、地域で自立した生活を   

していくことができるよう、一般就労を希望する障害者を対象とする就労移   

行支援、一般就労が困難な障害者を対象とする就労継続支援について、以下   

の観点からそれぞれの充実・活性化と関連施策との連携を図る。   

① 一般就労への移行支援の強化   

② 福祉的就労の在り方   

③ 障害者雇用施策等との連携強化等  

ア）Ⅶ般就労への移行支援の強化  

（一般就労への移行の成果の評  

価の在り方等）  

○ 一般就労への移行を更に促進するために、就労移行支援重美イニおいヱ、職業スキ  

した社会適応能力を高め  る訓練プロゲラ  ルの向上のみでなく、就職後の生活を想定   

ム舶般哉盟  

倒よま登塵戯  

設定等について検討すべき。  

○ 併せて、一般就労への移行を促進していくためには、広く障害者本人や関係する   

者の意識を醸成していくことも重要。  

○ また、企業の採用時期が4月以外の時期も多けこと㈱  
ことも有効、という観  ける企業の糾  

点を関係者が共有することが重要。  

10   



11   



○  

12   



13   



14   



15   



【基本的考え方】   

○ 障害のある子どもが心身ともに健全に育つ権利を保障するとともに、「自   
共生」という理念を踏まえ、障害の郁附こ関わらず安心して暮らせる地域づ   
を岩手旨し、以下の4つの基本的視点を基に、 障害児支援施策を充実させる。   

① 子どもの将来の自立に向けた発達支援   

② 子どものライフステージに応じた岬賞した支援   

③ 家族を含めたトータルな支援   

④ できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援  

包 ＿ 

援の充実  

ア．障害の早期発見・早粗牡痘策  

○ 障害の早期発見・早期対応の取組を強化するため、各地域において、医療機関（産   

科、小児科）、母子保健、児童福祉、障害児の専門機関等の連携を強化し、可能な   
限り早期から親子をサポートしていく体制づくりを進めていくべき。その際、地域   

自立支援協議会について、子ども部会を設置する等、活用を図るべき。  

（関係機関の連携による障害の  

早期発見・早期対応の取組の強  

化）  

○ また、可能な限り早期から専門的な支援を行うことが子どもの発達支援の観点か   
らも大切と考えられ、障害があると明確な診断ができないケースや、撹が障害があ   

ることに気付き適切に対応できていないケースなど、「気になる」という段階から  

（「気になる」という段階からの  

支援）  
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○ また、子どもから一時も目が離せない等の状況にある保護者の精神的一肉体的な   

負担感を軽減し、ぎりぎりまで頑張って在宅で育てられなくなるということを防ぐ   

ため、ショートステイの充実等、レスバイト（w時的休息）の支援を図るべき。  

（レスバイトの支援等）  

○ あわせて、障害児がサービスを利用した場合の利用料の軽減措置を継続するな  

ど、家族の負担能力を踏まえた配慮を行うべき。  

ユ．．＿迫設盤塵旦屋＿室上豊1三＿左通   

支援の充実  

ZL．＿Å度数設の在．り＿去  

○ 障害児の入所施設について、障害種別等により7類型となっているが、障害の重   

複化等を踏まえ、複数の障害に対応できるよう州元化を図っていくべき。その際、   

他の障害を受け入れられるようにしつつ、主に対象とする障害の種別を示せるよう   

にするなど、それぞれの施設の専門性を維持していくことが可能となるよう配慮が   

必要。また、例えば重症心身障害児について手厚い人員配置が可能となるようにす   

るなど、基準等について検討していくことが必要。  

（入所施設のw元化）  

○ 児童福祉法において、障害児の入所施設に満18歳以降も在園できるとされてい   

る取扱いについて、機能的には子どもから大人にわたる支援の継続性を確保しつ   

つ、制度的には、満18歳以上の入所者は、他の障害者と同様に、障害者施策で対   

応していくよう見直していくべき。  

（在園期間の延長措置の取扱い）  

○ その際には、支援の継続性を確保するための措置や、現在入所している者が退所   

させられることがないようにする措置など、十分な配慮が必要。  
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